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1　はじめに
　日本国憲法は、世界的に見ても例外的と思わ
れるほど詳細な被疑者・刑事被告人の権利を規
定し、生命・身体の自由や、法の適正な手続き
の保障を規定している。捜査機関の権限や刑罰
権の発動を限定・明確化することは、刑事訴訟
法をはじめとする法律や規則等に委ねられるの
が通例であるが、現行憲法がこのような諸規定
を明定したのは、明治憲法下において、不当な
逮捕・監禁・拷問の横行により多くの人々の人
権が侵害されたという歴史的背景によるもので
ある。
　では、現行憲法の趣旨、ならびに、第1条で
「刑事事件につき、公共の福祉の維持と個人の
基本的人権の保障とを全うしつつ、事案の真相
を明らかにし、刑罰法令を適正且つ迅速に適用
実現することを目的とする」と定める刑事訴訟
法の趣旨が、現在、十分に活かされているのか、
といえば必ずしもそうではない。
　覚せい剤自己使用罪の被疑者が令状に基づき
強制採尿されるという事案を例にとれば、犯罪
者の逮捕や証拠収集等に関連する捜査上の要
請、ならびに科学的証拠の提示による公判での
事実認定の確実性の要請等が優先されて、強制
的な体液採取による被疑者の人格の尊厳に対す
る侵害が行われることになっているのである。
そして、学説においても、判例においても、合
法説と違法説が併存する中で、後述するように、
「被疑者の身体の安全と人格の保護のため十分
な配慮が施される」ことを条件として、「最終
的手段として、適切な法律上の手続を経てこれ
を行うことも許されてしかるべきである」との
最高裁による決定（最高裁昭和55年10月23日第
1小法廷決定）ωが行われたのである。
　この決定は、その後の実務にも影響を与えた
が、以下で検討するように、近時でも、暴れる
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被疑者を警察官が押さえ込んで強制採尿した事
例や、違法に警察署に連行されたうえに強制採
尿令状を示されて被疑者が任意の意志を制圧さ
れた状況下で渋々尿を提出させられた事例など
があり、人権の保護が十分なされているとは言
いがたい状況が見られるのである。
　たしかに、現在は、第3次覚せい剤乱用期と
いわれ、未成年者を含めて年間2万人弱の検挙
人員があり、不正取引に深く暴力団が関与して
いることなども含めて、覚せい剤をめぐる問題
は大きな社会的問題になっている。したがって、
覚せい剤使用者の根絶、不正取引の防止などの
ために、さまざまな対策が必要であるが、密売
方法の手口の巧妙化や、被疑者・被告人の供述
拒否傾向などにより、警察による捜査において
も、検察による公訴提起においても、種々の障
害があることは否めない。
　しかし、こうした事実だけで、多大な精神的
打撃を与え人格の尊厳を侵害する強制採尿を正
当化するのは妥当ではない。上記最高裁決定は、
「尿を任意提出しない被疑者に対し、強制力を
用いてその身体から尿を採取することは、身体
に対する侵入行為であるとともに屈辱感等の精
神的打撃を与える行為」であると認定している
ものの、「被疑事件の重大性、嫌疑の存在、当
該証拠の重要性とその取得の必要性、適当な代
替手段の不存在等の事情に照らし、犯罪の捜査
上真にやむをえないと認められる場合」には、
強制採尿が許されるとしている。
　これは、憲法学的視点に立脚すれば、比較衡
量の手法に該当する。すなわち、人権について、
「それを制限することにょってもたらされる利
益とそれを制限しない場合に維持される利益と
を比較して、前者の価値が高いと判断される場
合には、それによって人権を制限することがで
きる」とするものであり、違憲審査基準の一つ
であるが、この比較衡量論は、「個々の事件に
おける具体的状況を踏まえて対立する利益を衡
量しながら妥当な結論を導き出そうとする方法
であるから、優れた一面を有している」けれど
も、「一般的に比較の準則が必ずしも明確でな
く、とくに国家権力と国民との利益の衡量が行
われる憲法の分野においては、概して、国家権
力の利益が優先する可能性が強い、という点に
根本的な問題がある」（2）と指摘されており、
上記最高裁決定でも、その問題性が明白になっ
ていると考えられる。公権力側の利益を人格の
尊厳に優先させるこのような考え方および実務
慣行は、憲法ならびに刑事訴訟法が目的とする
人権保護のための身体・生命の自由の保障や法
の適正な手続きの保障の精神を没却することに
なると思われるのである。加えて、強制採尿の
ような公権力による人権制約措置に関しては、
より制限的でない他の選び得る手段がある場合
には違憲とすべきであり、少なくとも、被疑者
が排尿をその意思で拒否しうる時間にも限度が
あることを考慮すれば、任意の尿提出を根気強
く説得したり、採尿の器具や設備を工夫したり
することなどによって、より人格の尊厳の侵害
の程度の小さい手段を用いるべきであるとする
のが妥当であると考える。また、日本が既に批
准している国際人権規約自由権規約や拷問等禁
止条約の趣旨によれば、拷問や非人道的な取り
扱いは禁止されるべきものであり、強制採尿の
事案に関しても、この視点から把握し直す必要
があると考える。本稿では、近時の判例（3》も
参照しつつ、強制採尿が非人道的な取り扱いに
該当することを論じるものである。
2　覚せい剤使用罪と強制採尿に関して
（1）覚せい剤使用罪に関して
　以下では、どうして覚せい剤の自己使用が禁
止されるのか、あるいは、何故に覚せい剤事犯
において強制採尿が行われるようになったのか
などの問題について、検討することにする。
　覚せい剤取締法は、第1条において、「この
法律は、覚せい剤の濫用による保健衛生上の危
害を防止するため、覚せい剤及び覚せい剤原料
の輸入、輸出、所持、製造、譲渡、譲受及び使
用に関して必要な取締を目的とする」と規定し
ている。覚せい剤使用罪の保護法益は、判例に
よれば、「個々人の健康被害を防ぐことを直接
の目的とするものではなく、そのような被害を
及ぼす有害物質を国が厳重に管理する権能を保
護する点にあると解するのが相当」であると判
示されている（4）。そして、覚せい剤自己使用
罪（覚せい剤取締法第41条の3第1項1号、第
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19条）事件は、被害者がいないこと、行為の密
行性が高いこと、したがって、故意を立証する
にも一定の困難を伴うこと㈲などの性質を有
し、「被疑者の任意の自白が得られない場合に
は、捜査を遂げた後にもなお犯行の日時、場所、
態様を詳細には解明できない場合が多いことは
経験則に照らして明らかである」とされている
（6）o
　ここで、まず、一般の社会通念においても、
憲法学等の理論においても、他者加害につなが
らない覚せい剤の自己使用を正当化する見解は
見当たらないが、覚せい剤自己使用が権利と認
定できないのはどうしてかについて簡単に述べ
ておく（7）。
　例えば、法律で未成年者の飲酒・喫煙を禁止
することが正当化されるのは、親が判断能力が
不十分な未成年者の健康を考慮して干渉するの
と同様の方法で、国家ないし法が未成年者の人
権を規制することができるからであり、この考
え方をパターナリズムという。これは、未成年
者に限らず、成年者であっても該当し、例えば、
刑法第185条の賭博罪は、賭博行為が射幸心を
あおるものであるが、行き過ぎると金銭的自己
抑制を失い生活が崩壊することもあるので、そ
れを防ぐために犯罪とされている。また、自動
車の運転者が、シートベルトを着用せずに運転
し交通事故を起こした場合、それによって生命
や身体の損傷を受けるのは自分自身であって他
人を害するわけではないのに、道路交通法第71
条の3は原則としてシートベルト着用を義務づ
け、着用していない者に対しては座席ベルト装
着義務違反として免許取り消し等の行政処分の
基礎点数1点に該当するのであるが、こうした
事例もパターナリスティックな制約に該当する
とされている。ただし、このようなパターナリ
スティックな制約は、行き過ぎると国家による
私人の人権への過度の干渉となって、自己決定
の抑圧になってしまう。例えば、未成年者が選
挙運動を行うと1年以下の禁鋼または30万円以
下の罰金を科される（公職選挙法第137条の2
第1項・第239条第1項）が、これは不必要な
制約と言うべきであろう。
　ただ、少なくとも自己加害・他者加害のおそ
れのある有害薬物の摂取の禁止が、一般的に正
当であると考えられていることには異論はない
であろう。また、覚せい剤の摂取は、憲法で保
障されていないので、人権の新たな類型として
憲法第13条の規定する幸福追求権に含むことが
可能かという論点に関しては、まず、人格的生
存にとって不可欠ないし重要な権利・利益を幸
福追求権が包括的に保障していると考える人格
的利益説では、覚せい剤の摂取は人格的生存に
不可欠であるとは考えられないので幸福追求権
には含まれないことになり、他方、個人の自由
な行動一般を保障するが公共の福祉による制約
を受けると考える一般的自由説においても、自
己加害・他者加害のおそれのある有害薬物を摂
取することは公共の福祉に反するので幸福追求
権に含まれないことになり、結局、覚せい剤摂
取は権利とは認められないことになるのであ
る。
　また、上述のように、任意の自白が得られに
くい覚せい剤事犯の性質から、捜査機関による、
被疑者に対する供述の強制や、証拠物としての
尿の強制的採取が行われる事例が見られるので
あるが、日本国憲法の人権規定において、どう
して詳細な被疑者・被告人の権利が定められて
いるのかという点について略述すれば、次のよ
うになる。まず、過去において、とくに第2次
世界大戦終了までに、犯罪の捜査から公判にお
ける判決に至るまでの刑事司法過程において、
被疑者・刑事被告人の自白がきわめて重要視さ
れ、「自白は証拠の女王」とも言われた。しか
し、これが、逆に、拷問を含む苛酷な取り調べ
や長期間の抑留・拘禁につながったのである
が、こうした事実に対する反省から、日本国憲
法で、詳細な被疑者・被告人の権利や、法の適
正な手続きの保障、身体・生命の自由が規定さ
れるに至ったのである。すなわち、まず、現行
憲法は、第36条において、「公務員による拷問
及び残虐な刑罰は、絶対にこれを禁ずる」と規
定して、拷問の絶対的禁止を定め、これを受け
て、刑法第195条が、例えば第1項で、「裁判、
検察若しくは警察の職務を行う者又はこれらの
職務を補助する者が、その職務を行うに当たり、
被告人、被疑者その他の者に対して暴行又は陵
辱若しくは加虐の行為をしたときは、7年以下
の懲役又は禁鋼に処する」と規定している。そ
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して、憲法第38条は、第1項で、「何人も、自
己に不利益な供述を強要されない」と規定して
黙秘権を保障（刑事訴訟法上の被疑者の供述拒
否権について第198条第2項ならびに被告人の
供述拒否権について第291条第2項・第311条第
1項参照）している。また、第2項では、「強
制、拷問若しくは脅迫による自白又は不当に長
く抑留若しくは拘禁された後の自白は、これを
証拠とすることができない」と規定して、証拠
法の側面から、身体的または精神的な苦痛を伴
うような強制の下に獲得された自白、および不
当に長い抑留の下に得られた自白に関して、任
意性を欠く自白であるとしてその証拠能力を否
定している。この趣旨は、さらに刑事訴訟法第
319条第1項において、「強制、拷問又は脅迫に
よる自白、不当に長く抑留又は拘禁された後の
自白その他任意にされたものでない疑いのある
自白は、これを証拠とすることができない」と
発展させられている。さらに、第3項は、「何
人も、自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白
である場合には、有罪とされ、又は刑罰を科せ
られない」と規定（刑事訴訟法第319条第2項
参照）し、たとえ任意性のある自白でも、それ
だけでは有罪とされることはないものとして、
補強証拠の必要性を定めるとともに、客観的科
学的な証拠を得るための犯罪捜査の発展を要請
したものである（8）。
　このような身体・生命の自由に関する詳細か
つ厳格な手続きを定めた憲法およびそれに立脚
した刑事訴訟法の趣旨に鑑みた場合、被疑者の
同意を得ないで導尿管を用いて行われる強制採
尿は、非人道的でありきわめて違法性が強いも
のと考えられるのである。
（2）覚せい剤の個人的・社会的弊害
　次に、どうして覚せい剤の自己使用が禁止さ
れるのかという問題の事実的側面に関して、検
討する。
　まず、濫用者個人（9）に悪影響があると言わ
れているので、この実質的な弊害の側面を見る
ことにする。覚せい剤を使用すると、一般に神
経を興奮させる作用があることから、眠気や疲
労感がなくなり、活力が増し、自信が増大し、
幸福感に満ちた状態になるが、この効果は、数
時間でなくなり、その後は疲労感や不快感にお
そわれるとされている。多幸感、性欲の充進、
幻覚などを求めて使用されると考えられること
は、反復使用につながりやすいことを意味する
が、薬物の覚せい効果は使用を重ねるにしたが
って落ちるために、使用量を増加させる必要が
あり、こうしたことの結果としてますます薬物
から離れにくくなり、意欲減退、感情の不安定、
不眠、食欲減退、幻覚、被害妄想、身体的には、
血圧上昇、過呼吸、口腔内乾燥、ふるえ、不整
脈、意識障害などの症状が出ることがあり、交
通事故を引き起こしたり、急性中毒により死亡
したりすることもあるとされている。覚せい剤
は、とくに依存性が強いと言われており、濫用
を続けると覚せい剤精神病の状態になり、幻覚
のほか、時には錯乱状態となって、発作的に他
人に暴行を加えたり、殺人を犯したりすること
もある（1ω。濫用者の場合には、使用をやめた
後も、少量を再使用したり、激しく疲労したり
することにより、濫用時と同様の精神障害が突
然起きる（フラッシュバック現象）ことがある
といわれている。他方、火あぶりによる煙の吸
入や錠剤の飲用等の方法が増えた現在では、覚
せい剤水溶液を注射器により摂取する方法は以
前よりも少なくなったとされているが、注射器
による回し打ちなどは肝炎やエイズ等の感染の
原因となることもある。また、薬物を入手する
ための金品を得る目的で、窃盗、強盗、恐喝な
どの犯罪や、売春などにつながることも多いと
言われているのである。
　さらに、覚せい剤濫用の弊害に関しては、覚
せい剤の不正取引が主に組織暴力団ならびに外
国人密売組織によって行われているため、社会
的にも悪影響を与えることが指摘されている
（11）。警察庁によれば、覚せい剤事犯の検挙人
員とそこに占める暴力団員は、1998年は検挙人
員16888人のうち暴力団員7204人、1999年は
18285人のうち暴力団員7944人、2000年は
189425人のうち暴力団員7729人、2001年は
17912人のうち暴力団員7307人、2002年は16771
人のうち暴力団員6738人となっており、各年度
とも4割を超えている。これをみれば、暴力団
が、薬物事犯といかに深くかかわっているかが
理解できる。また、来日外国人の検挙人員も、
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1998年は609人、1999年は509人、2000年は483
人、2001年は621人、2002年は553人となってお
り、薬物事犯に関与する外国人も多いことがわ
かる。さらに、現在では、こうした暴力団等の
組織が、携帯電話を利用するなどにより、購入
者と直接顔を合わせることなく密売したり、宅
配便を用いて密売したりするなど、手ロも巧妙
化するようになっているために、検挙が以前よ
りも困難になっているといわれているのである
（12）。
の検査等の際に一般的に行われていることであ
る。
　したがって、問題は、令状に基づいて医師に
より行われる強制採尿が、被疑者の同意なしに
なされ、屈辱感等の精神的打撃を与え、人格の
尊厳を著しく侵害することにあるのであり、強
制採尿が、捜査上の要請によりやむをえない措
置として正当化されうるのかということになる
のである。
3　強制採尿の憲法学からの考察
（3）覚せい剤使用罪と強制採尿
　最後に、覚せい剤使用事犯において、どうし
て強制採尿が行われるのかについて、見ること
にする。
　まず、覚せい剤は、微量が脳に運ばれて神経
を興奮させ、一時的に眠気や疲労感をなくし多
幸感や幻覚等の薬理作用を生じさせるが、その
後は、ほとんどが体外に排出されることになる。
例えば、覚せい剤を0．02グラム程度摂取すると、
1回だけの使用の場合は、個人差もあるが、約
9割が未変化のまま大体48時間以内に尿中に排
泄され、残りが、非常に少量ではあるが1週間
程度にわたり排泄され、覚せい剤連用者の場合
は使用中止後2週間から最高19日にわたって微
量の排泄があるとされている（13）。
　したがって、覚せい剤使用事犯においては、
客観的・科学的証拠の提供によって捜査および
公判における事実認定を確実にするために、被
疑者の尿を採取して化学的分析を行うのが最も
有効な方法であり、被疑者を説得して尿の任意
提出を求めるのが望ましいとされている。しか
し、現実には、捜査に非協力的な被疑者も多く、
こうした被疑者については、裁判官の令状に基
づいて医師に依頼して強制的に尿を採取すると
いういわゆる強制採尿がやむをえない措置とさ
れて、1977年頃から実施されるに至ったとされ
ているのである（14）。
　そして、強制的に尿を採取する場合、導尿管
（カテーテル）が用いられる。カテーテルとは、
「体内に挿入して液を排出する管」のことであ
り、「尿道より膀胱へ挿入して排尿をはかるゴ
ム管を導尿（用）カテーテル」という（15）。カ
テーテルを用いた導尿自体は、泌尿器系の病気
（1）強制採尿に関する法的論点について
　覚せい剤自己使用罪事犯に関しては、既述の
ように、被害者がいないこと、一般に行為の密
行性が高いために目撃者もいないことが多いこ
と、被疑者の任意の自白が得られない場合も多
いこと、したがって、直接証拠としての被疑者
の尿中からの覚せい剤検出が重要な役割を果た
すこと、などの性質がある。このことから、被
疑者の尿を検査することが最も効果的な方法と
なり、被疑者が、尿を任意に提出した場合には
領置し（刑事訴訟法第221条）、自然排尿した場
合にはその尿を差押令状により取得できる（刑
事訴訟法第218条）《16）が、原則として、根気強
く説得して任意提出を待つべきであることは言
うまでもない。
　しかし、問題は、被疑者が尿の任意提出を拒
否している場合であり、強制的な被疑者の尿の
採取が、強制捜査に該当すると一般的に解され
ているにもかかわらず、憲法および刑事訴訟法
に、それが許されるのか、許されるとした場合
にはどのような令状によるべきか、などに関す
る明文規定がないために、見解がわかれている
のである。
　すなわち、まず、カテーテルを用いての強制
採尿は、被疑者が、衣服を脱がされるなどして、
他人に見られたくない陰部を露出させられ、尿
道口からカテーテルを挿入させられる措置であ
って、「誰が考えてもショッキングな、とくに
本人にとっては屈辱的な方法」（17）であること
は疑いない。したがって、このような行為は、
董恥心を害されるだけではなく、きわめて強い
屈辱感を覚え、大きな精神的打撃を受けるもの
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であることに鑑みれば、被疑者の精神的・身体
的利益を侵害するものであり、人格の尊厳を害
するために、強制捜査として許容される限度を
超えて、許されないのではないかが、憲法学上
問題となるのである。黙秘権との関連について
は、「捜査機関が、覚せい剤使用罪の証拠資料
とする目的で、被疑者の尿を令状により強制的
に採取することは、その供述を求めるものでは
ないから、憲法38条1項による黙秘権の侵害に
該当しない」（18）こと、ならびに、被疑者・被
告人に対して自白を得るために身体的・生理的
な苦痛を与える拷問との関連についても、尿の
採取が目的であって自白の獲得が当該行為の目
的ではないために、憲法第36条が絶対的に禁止
している拷問にも該当しないことは認めざるを
えないとしても、強制採尿は、被疑者の人格の
尊厳を侵害し、その名誉やプライバシーを侵害
する行為であるので、憲法第13条違反に該当す
ると考えられるのである。
　なお、関連して、筆者の問題関心からは、日
本が批准している国際人権規約自由権規約
（「市民的および政治的権利に関する国際規
約」：1967年採択、1976年発効、日本は1979年
批准）第7条が、拷問以外にも、非人道的な取
り扱いや品位を傷つける取り扱いを禁止してい
ること、ならびに、同じく日本が既に批准して
いる拷問等禁止条約（「拷問および他の残虐な、
非人道的なまたは品位を傷つける取り扱いまた
は刑罰に関する条約」：1984年採択、1987年発
効、日本は1999年批准）が、第1条以下で拷問
を禁止し、第16条で、拷問には至らない他の行
為であって、残虐な、非人道的なまたは品位を
傷つける取り扱いを禁止していることに鑑み、
憲法学においても、この点からの研究を深化さ
せるべきであると考えるものである。どのよう
な行為が非人道的な行為または品位を傷つける
行為に該当するかは、当該条約の解釈、ヨーロ
ッパ人権裁判所判例におけるヨーロッパ人権条
約（「人権および基本的自由の保護に関する条
約」：1950年採択、1953年発効）第3条の拷問
禁止規定の解釈などを含め、理論と判例の蓄積
によることになるが、日本国憲法上は、憲法第
13条が非人道的なまたは品位を傷つける取り扱
いを禁止する根拠規定であり、強制採尿が、身
体的あるいは精神的な打撃を与えるような行
為、人格権と名誉やプライバシーの侵害をもた
らす非人道的な行為に該当するので、憲法違反
となると考えられるのである。これまで、名誉
やプライバシーの保護に関しては、名誉殿損法
制が沿革的に権力批判を封ずる言論弾圧法制と
しての機能をもってきたことにより、また、プ
ライバシーの権利も、多くの場合、表現行為に
よる侵害が問題とされてきたことにより（19）、
憲法学上は、主に表現の自由との関係で論じら
れてきたのであるが、捜査段階での被疑者の取
り扱い、例えば、強制採尿のような人格の尊厳
にかかわる事案は、「人格価値そのものの侵害
として憲法上問題」（20》とすべきであると考え
るものである。
　次に、強制採尿を一定の条件下で許されると
判示した最決昭和55年10月23日の判旨について
は、比較衡量の妥当性や、より制限的でない他
の代替手段の存在の有無等も問題となるところ
であり、後で検討を行うことにする。
　最後に、強制採尿が法的に許されるものと仮
定すれば、その際、法形式上、具体的な手続き
として、いかなる令状によるべきかが問題とな
るが、これは主に刑事訴訟法上の問題であるの
で、本稿では検討は行わない（21）。
（2）最決昭和55年10月23日までの見解の対立
　既述のように、社会への覚せい剤の浸透と、
使用の根絶および背後の密売組織の解体等のた
めに、捜査機関は、1970年代後半から、覚せい
剤使用者への強制採尿を導入した。こうした状
況に対して、カテーテルを用いての強制採尿が
違法であるか適法であるかに関して、学説でも
賛否両論が提示されるとともに、判例も強制採
尿を違法とするものと適法とするものにわかれ
るという、錯綜した事態が生じた（22）。
　適法説は、捜査の緊急性・必要性、覚せい剤
事犯の重大性、適当な代替手段の不存在、医療
行為として日常的に行われており社会的相当性
に欠けているわけではないこと、医師等の尿採
取に習熟した技能者により適切に行われるなら
ば被疑者の身体に対する危険性は比較的小さい
こと、被疑者が任意に着衣を脱ぐか令状に基づ
いて脱がせる検証としての身体検査と比較して
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屈辱感等の精神的打撃の程度が格段に強いとは
いえないこと、被疑者は尿を任意に提出するよ
う説得されるのが通例であり強制採尿を回避す
る機会が十分に与えられることなどを理由とし
ている。
　そして、賛否両論があって容易に決着しない
理由は、「覚せい剤自己使用罪の摘発・起訴の
ためには、採尿検査による証拠の獲得が必要不
可欠であるという捜査上の強い要請がある反
面、それに同意しない被疑者からの採尿を可能
にする方法が、カテーテルによる導尿というき
わめてドラスティックなものであるために、人
格の尊厳を著しく侵害するのではないかという
疑問が生ずるから」であり、「捜査上の必要性
を強調するならば適法説に、反対に、人格の尊
厳という価値を強調するならば違法説にくみす
ることになろう」（23》とされていたのである。
　一方、判例では、東京高判昭和54年2月21日
や、大阪地判昭和54年11月22日が適法説に立ち、
名古屋高判昭和54年2月14日が違法説に立脚し
ていた。後者は、以下のように判示した。すな
わち、「本件におけるように、尿の提出を拒否
して抵抗する被疑者の身体を数人の警察官が実
力をもって押えつけ、カテーテルを用いてその
陰茎から尿を採取するがごときことは、それが、
裁判官の発する前記のような令状に基づき、直
接的には医師の手によって行われたものであっ
たとしても、被疑者の人格の尊厳を著しく害し、
その令状の執行手続として許される限度を越
え、違法であるといわざるを得ない。もとより、
捜査機関において、かかる被疑者から尿を採取
する捜査上の必要性の強いことは十分に理解で
きるが、人が排尿を人為的に拒否できる時間に
は、おのずから限度があることなどからすれば、
採尿のための器具、設備等を工夫することによ
り、他の、より人格侵害の少ない方法で採尿の
目的を達することが不可能ではないと思われる
のであって、採尿の必要性が強いことをもって、
本件のような採尿方法を正当化することはでき
ない」（24）と。
注（1）最決昭和55年10月23日（昭和54年（あ）
　　第429号覚せい剤取締法違反被告事件）（刑
　　集34巻5号300頁、判例時報980号17頁）の
　　判例評釈は、島伸一「強制採尿」刑事訴訟
　　法判例百選（第7版）64頁以下、島伸一
　　「カテーテルによる強制採尿の適法性」・北
　　海学園大学「法学研究」第17巻第3号1982
　　年583頁以下、上口裕「強制採尿の適否」・
　　ジュリスト1002号「平成3年度重要判例解
　　説』1992年181頁以下、ならびに当該最高
　　裁決定および強制採尿に関する多様な論点
　　を詳細に論じる井上正仁「刑事手続におけ
　　る体液の強制採取」・「法学協会百周年記念
　　論文集第2巻』有斐閣1983年655頁以下、
　　あるいは、三井誠「刑事手続法（1）［新
　　版］』有斐閣1997年58頁以下、村井敏邦
　　「刑事訴訟法』日本評論社1996年242頁以下
　　など参照。なお、「覚せい剤取締法」の表
　　記に基づき、本稿でも「覚醒剤」ではなく
　　「覚せい剤」とする。
注（2）芦部信喜・高橋和之補訂「憲法［第3
　　版］』岩波書店2002年99頁。
注（3）本稿で主に検討する最高裁判例は、前
　　掲注1・最決昭和55年10月23日、最高裁判
　　所平成6年9月16日決定（平成6年（あ）
　　第187号覚せい剤取締法、公文書殿棄違反
　　被告事件）（刑集48巻6号420頁、判例時報
　　1510号154頁）などであり、主に検討する
　　下級審判例は、名古屋高等裁判所昭和54年
　　2月14日判決（判例タイムズ383号156頁：
　　前掲注1・最決昭和55年10月23日の前審）、
　　東京高等裁判所昭和54年2月21日判決（判
　　例時報939号128頁）、大阪地方裁判所昭和
　　54年11月22日判決（判例時報965号135頁）、
　　ならびに、近時の下級審判例として、裁判
　　所サイト（http：／／www．courts．go．j　p）の
　　下級審主要判例情報の検索ページにおいて
　　「強制採尿」をキーワードとして検索して
　　得られる（2003年1月5日現在）ところの、
　　神戸地方裁判所平成15年7月8日判決（平
　　成14年（わ）第456、522、672、759号道路
　　交通法違反、覚せい剤取締法違反、業務上
　　過失傷害被告事件）、甲府地方裁判所平成
　　15年2月13日判決（平成14年（わ）第203、
　　251、312、328、458号覚せい剤取締法違反、
　　窃盗、恐喝、強盗致傷、強盗被告事件）、
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　　神戸地方裁判所平成14年10月16日判決（平
　　成13年（わ）第1382号、平成14年（わ）第
　　703号暴行、覚せい剤取締法違反、銃砲刀
　　剣類所持等取締法違反、盗品等有償譲受け
　　被告事件）、横浜地方裁判所平成13年12月
　　3日判決（平成13年（わ）第429号覚せい
　　剤取締法違反被告事件）、東京高等裁判所
　　平成6年12月7日判決（平成6年（う）第
　　501号覚せい剤取締法違反被告事件）、東京
　　高等裁判所平成6年7月28日判決（平成6
　　年（う）第25号覚せい剤取締法違反被告事
　　件）、大阪高等裁判所平成6年4月20日判
　　決（平成5年（う）第793号覚せい剤取締
　　法違反、銃砲刀剣類所持等取締法違反被告
　　事件）、大阪高等裁判所平成4年2月5日
　　判決（平成3年（う）第424号覚せい剤取
　　締法違反被告事件）、大阪高等裁判所平成
　　4年1月30日判決（平成3年（う）第863
　　号覚せい剤取締法違反被告事件）である。
注（4）前掲注3・大阪高判平成4年2月5日
　　参照。
注（5）例えば、「覚せい剤所持の容疑で検挙
　　され尿から覚せい剤が検出された際、知ら
　　ない問に覚せい剤の入ったコップの水を飲
　　んだという弁解が通って起訴猶予になった
　　経験を有する」との記述につき、前掲注
　　3・東京高判平成6年12月7日参照。
注（6）前掲注3・大阪高判平成4年2月5日
　　参照。したがって、同判決は、審判および
　　被告人の防御の対象を明らかにするという
　　目的のために行われる訴因の特定について
　　も、「右機能を害しないかぎり、捜査の状
　　況等により「できる限り』特定すれば足り
　　るも（7i）であることは刑事訴訟法256条3
　　項の規定に照らして明らかである」と判示
　　している。
注（7）パターナリズムや幸福追求権について
　　は、佐藤幸治r憲法［第3版］』青林書院
　　1995年411－415頁および446－449頁、戸波
　　江二『憲法［新版］』ぎょうせい1998年
　　150－152頁および175－178頁等参照。・
注（8）被疑者・被告人の権利保障、および身
　　体・生命の自由と法の適正な手続きの保障
　　等に関しては、例えば、小林直樹r［新版］
　　憲法講義（上）』東京大学出版会1980年461
　　頁以下の「第3節　人身に関する自由」、
　　前掲注7・佐藤幸治「憲法［第3版］』585
　　頁以下の「第4節人身の自由および刑事
　　裁判手続上の保障」など参照。
注（9）以下の覚せい剤の身体への影響や弊害
　　の記述は、警察庁薬物対策課編集「けいさ
　　つのまどNo．128薬物乱用のない社会を～
　　第三次覚せい剤乱用期』警察庁広報室発行
　　2002年（警察庁の以下のサイト〈http：／／
　　www．npa．go．jp／safetylife／drug2002／index．
　　html＞から入手可能）、小林太刀夫『最新
　　家庭の医学』（第12次改訂版）時事通信社
　　2001年298頁および1016頁、r最新　家庭医
　　学大百科』主婦の友社2000年540頁などに
　　よる。なお、判例によれば、覚せい剤を使
　　用したために心身の具合が悪いと被告人が
　　述べた事例（前掲注3・横浜地判平成13年
　　12月3日）や、暴力団組員から見張られた
　　り後を付けられたりしていると思い込むよ
　　うになり、何かと疑心暗鬼になるとともに、
　　常時自動車内に金属バットを置くようにな
　　っていた被告人について、簡易鑑定を行っ
　　た医師が「覚せい剤の慢性的使用に基づく
　　準妄想」が認められるとした事例（前掲注
　　3・甲府地判平成15年2月13日）などがあ
　　る。
注（10）覚せい剤が原因となった事件・事故の
　　状況に関しては、前掲注9・「けいさつの
　　まどNo．128薬物乱用のない社会を～第三
　　次覚せい剤乱用期』の資料編4、各年度の
　　警察白書等参照。警察庁生活安全局薬物対
　　策課「平成15年上半期における薬物情勢』
　　（警察庁の以下のサイト＜http：／／www．
　　npa．go．j　p／safetylife／index．html＞から入手
　　可能）では、覚せい剤に起因する事件に関
　　して、刑法犯として、殺人、殺人未遂、強
　　盗、強姦、放火、暴行／傷害、恐喝、器物
　　殿棄、窃盗その他、および特別法犯として、
　　銃刀法、暴力行為、その他等に区分し、殺
　　人1人、暴行／傷害11人などを含め53人の
　　検挙人員があったとしている。また、覚せ
　　い剤に起因する事故としては、濫用死4人、
　　自殺6人、交通事故9人、自傷1人の20人
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　　の死傷者があったとしている。
注（11）以下の暴力団および来日外国人による
　　薬物事犯に関する記述は、前掲注10・警察
　　庁生活安全局薬物対策課「平成15年上半期
　　における薬物情勢』6－8頁および18－21
　　頁による。
注（12）覚せい剤使用罪の立証の困難さについ
　　ては、前掲注1・井上正仁「刑事手続にお
　　ける体液の強制採取」659頁で、「まさにこ
　　の種の事案においては、被疑者等の関係者
　　が、組織防衛その他の理由から、供述を拒
　　否するなど捜査に非協力的なことも少なく
　　なく、その検挙・訴追は必ずしも容易では
　　ない。特に、覚せい剤自己使用の事実につ
　　いては、その立証の困難が著しく、使用者
　　の体内に保有された覚せい剤成分が、実際
　　上最も重要な証拠となることが多い。むろ
　　ん、そのような覚せい剤成分の検出がなく
　　ても、理論上は有罪の立証が全く不可能と
　　いうわけではないが、確実を期するため、
　　通例そのような場合には公訴を提起しない
　　のが、検察実務の大勢であるといわれる」
　　と述べられている。
注（13）この記述は、前掲注3・東京高判平成
　　6年12月7日の警視庁科学捜査研究所第二
　　化学科長掲示部管理官の証言による。なお、
　　前掲注3・名古屋高判昭和54年2月14日で
　　は、「検出可能な覚せい剤の体内残存期間
　　は、通常48時間程度であり、中には使用後
　　60時間経過後90時間以内に採取した尿から
　　も覚せい剤を検出した例」があると述べら
　　れている。
注（14）前掲注1・井上正仁「刑事手続におけ
　　る体液の強制採取」657頁および659－660
　　頁による。また、澤新「覚せい剤事犯と採
　　尿検査」法律のひろば32巻5号（1979年）
　　23頁以下参照。
注（15）前掲注9・「最新　家庭医学大百科』
　　1459頁による。
注（16）前掲注1・三井誠「刑事訴訟法（1）
　　［新版］』等参照。
注（17）団藤重光「裁判における主体性と客観
　　性」ジュリスト830号97頁。
注（18）前掲注3・名古屋高判昭和54年2月14
　　日。
注（19）浦部法穂r全訂　憲法学教室j日本評
　　論社2000年46頁参照。
注（20）前掲注7・佐藤幸治「憲法［第3版］』
　　451頁。
注（21）いかなる令状によるべきかは、前掲注
　　1・最決昭和55年10月23日が出される前か
　　ら、見解の対立があった。すなわち、裁判
　　官の令状に基づいて人の身体を検査する場
　　合、捜索としての身体検査（［身体］捜索
　　令状ないし捜索差押令状：刑事訴訟法第
　　218条第1項、第222条第1項、第102条）、
　　検証としての身体の検査（身体検査令状：
　　刑事訴訟法第218条第1項、第222条第1項、
　　第129条）、鑑定処分としての身体の検査
　　（鑑定処分許可状：刑事訴訟法第225条第1
　　項、第168条第1項）の3種があり、導尿
　　管（カテーテル）を用いて直接採尿する場
　　合には、身体検査令状によるべきだとする
　　説、鑑定処分許可状によるべきであるとす
　　る説、両者の併用によるべきであるとする
　　説に分かれており、いずれも難点があると
　　されていたところ、前掲注1・最決昭和55
　　年10月23日において、最高裁は、医師をし
　　て医学的に相当と認められる方法で行わせ
　　なければならない旨の条件を記載した捜索
　　差押令状に基づくべきであると判示したの
　　であった。このことにつき、前掲注1・井
　　上正仁「刑事手続における体液の強制採取」
　　691－693頁、前掲注1・三井誠『刑事訴訟
　　法（1）［新版］』58－60頁および62－67頁、
　　前掲注1・島紳一「強制採尿」刑事訴訟法
　　判例百選［第7版］65頁など参照。
注（22）当時の学説・判例のまとめは、前掲注
　　1・島紳一「カテーテルによる強制採尿の
　　適法性」588頁や、前掲注1・井上正仁
　　「刑事手続における体液の強制採取」662－
　　663頁参照。また、適法説については、土
　　本武司「体液の強制採取をめぐる問題」判
　　例タイムズ435号11－12頁、前掲注15・澤
　　新「覚せい剤事犯と採尿検査」22頁、佐藤
　　文哉「強制採尿」刑事訴訟法判例百選［第
　　5版］57頁など、違法説については、前掲
　　注1・島紳一「カテーテルによる強制採尿
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　　の適法性」589頁、岡部泰昌「適正手続と
　　強制採尿」判例タイムズ427号18頁、竹中
　　省吾「尿の採取と令状」法律時報586号108
　　頁など参照。なお、違法説に立脚する熊本
　　典道「採尿検査」刑事訴訟法の争点89頁で
　　は、「刑訴法が、裁判官による間接強制だ
　　けを認め、捜査官による直接強制を認めて
　　いないのは、人権尊重という見地に基づく
　　ものである。採血と採尿の直接強制を比較
　　してみると、前者の場合、採血の量が合理
　　的であれば人の健康に影響を及ぼすことは
　　ないが、人の身体の一部を傷つけるのに対
　　して、後者の場合には、つねに身体を傷つ
　　けるわけではないが、その可能性及び人の
　　生理的機能に障害を与える可能性は否定で
　　きない。加えて、人の名誉、董恥心を害し、
　　人に屈辱感を与え、ひいては人間の尊厳を
　　傷つける虞れがある点においては、比較に
　　ならない。さらに、必要性という面からも、
　　採血によって代替しうる」と述べられてい
　　る。
注（23）前掲注ユ・島紳一「カテーテルによる
　　強制採尿の適法性」588頁。
注（24）前掲注3・名古屋高判昭和54年2月14
　　日。なお、当時におけるアメリカ等の事情
　　に関して、強制採尿の例は見当たらないと
されていたことについて、前掲注1・井上
正仁「刑事手続における体液の強制採取」
参照。その672頁では、アメリカの状況に
関して、「採尿検査といっても、アメリカ
では、その方法があくまで自然排泄による
尿の提出を求めるといった程度にとどめら
れているという事情によるところが大きい
ようにも思われる。少なくとも管見する限
り、採尿検査に関する公刊の裁判例の中で、
強制処分として人為的な操作による直接採
尿が行われたという事例は全く見当たらな
い。それどころか、逆に、それらの裁判例
の申には、もし採尿がそのような人為的な
方法でなされたとすれば、明らかに許容性
を欠くことになる旨を示唆しているものも
存するのである」と述べられており、ドイ
ツに関しては、680頁において、「カテー一テ
ル等の使用による尿の直接採取は、飲酒や
薬物施用の事実の確認などのために有用で
あることが認識されていないわけではない
が、過去にその実施により対象者が菌感染
を起こした例もあり、そのような危険の存
在という点から、その許容性を否定するの
が、学説上一般的な立場である」とされて
いる。
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